
－ 1 －

平成16年３月期 　　　　　　　中間決算短信（連結）　　　　　　　　　　平成15年11月５日

上 場 会 社 名        　　　　　アサヒプリテック株式会社　　　　　　 　　　　　　上場取引所　　　　東証第一部
コ ー ド 番 号        　　　　　５８５５　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　本社所在都道府県　兵庫県
(URL　http://www.asahipretec.com/ )
代　　表　　者　　　　　　役職名　代表取締役社長　　氏　名　寺山　満春
問合せ先責任者　　　　　　役職名　取締役総務部長　　氏　名　武内　義勝　　 TEL  078（333）5600（代表）
中間決算取締役会開催日　　平成15年11月５日  　　　　
米国会計基準採用の有無　　無

１．15年９月中間期の連結業績（平成15年４月１日～平成15年９月30日）
（1）連結経営成績 　　   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 〔単位：百万円未満切捨て〕

売　　上　　高 営　　業　　利　　益 経　　常　　利　　益
百万円 % 百万円 % 百万円 %

15年９月中間期
14年９月中間期

16,844
18,636

(△  9.6)
(     －)

973
1,226

(△ 20.7)
(     －)

983
1,229

(△ 20.0)
(     －)

15年３月期     36,384  2,182  2,167

中間(当期)純利益 １株当たり中間(当期)純利益
潜 在 株 式 調 整 後
１株当たり中間(当期)純利益

百万円 % 円 銭 円 銭
15年９月中間期
14年９月中間期

515
669 　
(△ 23.0)
(     －)

25
31

09
16

　　 　  25
－

08
－

15年３月期 1,072 　 　49 48 　 　－ －
（注）1．持分法投資損益　　　 15年９月中間期 　 － 百万円　14年９月中間期 　 － 百万円  15年３月期 　－ 百万円
　　　2．期中平均株式数(連結）15年９月中間期 20,538,067株  14年９月中間期 21,472,500株  15年３月期 21,266,792株
　　　3．会計処理の方法の変更     無
      4. 売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率
　　　5．平成14年９月中間期は中間連結損益計算書作成初年度であるため、上記各表において対前年中間期増減率

については記載しておりません。
      6. 平成14年８月１日付をもって普通株式１株を500株に分割しております。なお、平成14年９月中間期の期中

平均株式数及び１株当たり中間純利益金額は、株式分割が期首に行われたものとして計算しております。

（2）連結財政状態
総　資　産 株　主　資　本 株主資本比率 １株当たり株主資本
百万円 百万円 ％       円 銭

15年９月中間期 26,080 19,332 74.1 951 02
14年９月中間期 26,335 19,873 75.5 925 53
15年３月期 26,579 19,439 73.1 936 04
（注）期末発行済株式数(連結） 15年９月中間期 20,328,450株 14年９月中間期 21,472,500株 15年３月期 20,746,450株

（3）連結キャッシュ・フローの状況
営業活動による
キャッシュ･フロー

投資活動による
キャッシュ･フロー

財務活動による
キャッシュ･フロー

現金及び現金同等物
期   末   残   高

百万円 百万円 百万円 百万円
15年９月中間期
14年９月中間期

1,209
1,875

△1,216
△ 1,394

△ 951
△  396

1,729
2,254

15年３月期 3,233 △2,487 △ 226 2,689

（4）連結範囲及び持分法の適用に関する事項
　　連結子会社数　５社　　持分法適用非連結子会社数　―　社　　持分法適用関連会社数　―　社
（5）連結範囲及び持分法の異動状況
　　連結（新規）　―　社　（除外）　―　社　　持分法（新規）　―　社　（除外）―　社

２．16年３月期の連結業績予想（平成15年４月１日～平成16年３月31日）
売　　上　　高 経　常　利　益 当　期　純　利　益
百万円 　　百万円 百万円 　　　

通      期     35,000     1,900     950
〔参考〕　１株当たり予想当期純利益(通期)　     45円75銭
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１．企業集団の状況
　
　当社グループは、アサヒプリテック株式会社（当社）および子会社であります株式会社三商、株式会社

大門、株式会社エコマテリアル、ASAHI G&S SDN.BHD.、上海朝日浦力環境科技有限公司により構成されて

おります。

　子会社のうち株式会社三商は、関東圏において産業廃棄物の収集運搬および中間処理を行う会社であり、

当社から産業廃棄物の中間処理を一部委託しております。

　株式会社大門、株式会社エコマテリアルの２社につきましては、関東圏において食品関係の有機性廃液・

汚泥の中間処理を行う会社であります。株式会社大門において微生物処理と脱水を行い、そこで発生する

汚泥を株式会社エコマテリアルにおいて発酵堆肥化しております。当社との取引関係はありません。

　ASAHI G&S SDN.BHD.につきましては、当社の東南アジア進出の拠点となるマレーシア現地法人でありま

す。東南アジア地域におきまして電子材料分野および宝飾分野から貴金属含有スクラップを回収し、その

うち約50％を当社に販売しております。

  上海朝日浦力環境科技有限公司は、中国市場において貴金属スクラップの回収と貴金属の販売を目的に、

平成15年３月に設立いたしました。

　

　当社グループの取引を図示しますと次のとおりとなります。

　　　　　（マレーシア）

　　　　　（中　　　国）

　　　　　（注）  1. 出資比率 2.  取引関係

出資比率
　100％ ア

サ
ヒ
プ
リ
テ
ッ
ク
株
式
会
社

ASAHI G&S
SDN. BHD. ㈱ 三 商

㈱ 大 門

㈱エコマテリアル

出資比率
　100％

産業廃棄物
の処理委託

出資比率
　100％

出資比率
　100％

産業廃棄物
の処理委託

貴金属含有
スクラップ
の販売

上海朝日浦力環
境科技有限公司

出資比率
　100％
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２．経営方針

(1)経営の基本方針

  当社は「社会的貢献」「企業の永続」「人間尊重」を経営理念として、安定と成長の両立により企業価値

を継続的に高める経営を実践いたします。

　昭和27年の創業以来、「貴金属・希少金属資源のリサイクル」および「産業廃棄物の無害化」の両事業

において、事業環境が激しく変化する中、新たな分野での事業開拓等により、着実に成長を遂げてまいり

ました。今後とも、すべてのステークホルダーとの関係を大切にしつつ、21世紀の循環型社会形成に幅広

く貢献することを通して事業の発展を続けていきたいと考えております。

(2)利益配分に関する基本方針

　当社は株主に対する安定配当を基本方針としております。一方、成長分野への新規事業開発に備えるた

め内部留保の充実を図ることも重要と考えております。

　以上の基本方針を踏まえ、当中間期の配当金につきましては、前中間期と同じく１株当たり13円とさせ

ていただきました。

(3)中長期的な経営戦略と対処すべき課題

　当社は、平成15年４月から平成18年３月までの３ヶ年計画である第３次中期経営計画を策定いたしまし

た。今後、本計画にもとづき、貴金属リサイクル事業領域において収益力の強化と一層のシェア拡大に取

り組むと同時に、環境保全事業領域における新規有望分野への取り組みの強化を図ることにより、今後の

永続的な成長の基盤を確立します。

　また、第３次中期経営計画では、その最終年度である平成17年度において連結ベースで売上高500億円、

売上高営業利益率7.5％を目標と位置づけております。設備投資は原則として営業キャッシュ・フローの

範囲内で実施いたします。

  なお、上記目標は、当社が現時点で合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績は

見とおしと異なることがあります。その主な要因は以下のとおりであります。

・景気変動や急激な技術変化によるリサイクル対象の貴金属・希少金属の需要構造変化

・貴金属相場・為替相場の急激な変動による貴金属・希少金属の価格変化

・環境関連の法規制や地域社会における住民関係等の不測の変化

・Ｍ＆Ａや業務提携の進捗および成否

 (4)コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方およびその施策の実施状況

　当社グループは、少数の取締役による迅速な意思決定を行うとともに、取締役相互間で業務執行の監督

を厳正に行っております。また、監査役の充実により取締役の業務執行に対する監査を徹底してまいりま

す。併せてグループ会社も含めた内部統制システム充実のための体制整備を図ります。なお当社は、平成

15年６月より社外監査役１名を増員し、社外監査役を監査役４名中３名といたしました。

　さらにステークホルダーである株主の皆様や顧客･取引先をはじめ、地域社会、従業員等に対してバラ
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ンスの取れた経営を行うべく企業価値の向上と社会への貢献を目指してまいります。

　なお、必要な会社情報は迅速かつ公平に開示し、透明性の向上に努めます。

  

３．経営成績及び財政状態

(1)経営成績

　当中間連結会計期間におけるわが国経済は、米国経済の回復基調を背景に輸出が増加し、期の後半の株

価上昇による企業マインド好転の要素も加わり、設備投資が上向くなど全般的に回復への兆しが徐々に現

れてきました。しかしながら、足許で急激な円高が進行するなど下期に向けては予断を許さない状況にあ

ります。

  当社グループの貴金属リサイクル事業領域に関し、歯科材料分野におきましては、治療後の歯科合金の

排出量や歯科技工所による貴金属の使用量は安定した推移を示しており、貴金属原材料回収量は前年同期

を上回りました。電子材料分野におきましては、新規顧客の開拓に加えてＩＴ業界の業況の回復を反映し

て、貴金属原材料回収量は前年同期を上回りました。宝飾加工･製造分野におきましては、宝飾業界は引

き続き厳しい経営環境にありますが、計画した貴金属原材料回収量目標を達成いたしました。なお、金・

プラチナの販売単価は前年同期を上回りましたが、パラジウムの販売単価は前年同期比で概ね半減いたし

ました。

  当社グループの環境保全事業領域におきましては、デジタルカメラの普及が加速しているとともに、液

を使わず写真現像を行うドライ処理技術の実用化が進み、写真感材廃液の排出量およびそこに含まれる銀

の排出量は減少したため、これらの回収･処理量は前年同期を下回りましたが、工場や試験研究機関等か

ら排出される廃試薬や廃液の無害化処理の受注は堅調に推移いたしました。また、連結子会社である株式

会社三商、株式会社大門、株式会社エコマテリアルの業績は堅調に推移いたしました。なお、銀の販売単

価は前年同期比でやや下落致しました。

　当社グループは、埼玉工場において歯科合金スクラップ等から貴金属回収を行う設備の増強工事が完了

し、７月から稼動を開始しました。また、本年３月に会社設立した「上海朝日浦力環境科技有限公司」は

工場建設に着手しております。

　その結果、当中間連結会計期間の連結売上高は16,844百万円、セグメント別にみると、貴金属リサイク

ル事業が13,069百万円、環境保全事業が3,775百万円となりました。利益面では、連結営業利益は973百万

円、連結経常利益は983百万円、連結中間純利益は515百万円となりました。

(2)財政状態

  当中間連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益924百万円に、

減価償却費627百万円を加え、法人税等の支払337百万円等を加減した結果、1,209百万円となりました。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、固定資産の取得による支出1,186百万円等により、1,216百万円

の支出となりました。主な設備投資は、埼玉工場の貴金属回収設備の増強、愛媛工場の貴金属含有原料の
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サンプリング・分析設備の導入、福岡工場のインジウム精製設備の増強等であります。

　財務活動によるキャッシュ・フローの主な支出は、長期借入金の返済447百万円、利益配当269百万円、

自己株式の取得334百万円等であります。

　以上の結果、現金及び現金同等物の期末残高は1,729百万円となりました。

（ご参考）キャッシュ・フローの状況 （単位：百万円）

現金及び現金同等物の減少額 　　△　　960

　・営業活動によるキャッシュ・フロー 　　　　1,209

　・投資活動によるキャッシュ・フロー 　　△　1,216

　・財務活動によるキャッシュ・フロー 　　△　　951

　・現金及び現金同等物に係る換算差額 　　△　　  2

現金及び現金同等物の期首残高 　　　　2,689

現金及び現金同等物の期末残高 　　　　1,729
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４．中間連結財務諸表等

①　中間連結貸借対照表 （単位：百万円）

前中間連結会計期間末

(平成14年９月30日現在)

当中間連結会計期間末

(平成15年９月30日現在)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成15年３月31日現在)

期　　別

科　　目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

（ 資 産 の 部 ） ％ ％ ％

Ⅰ 流 動 資 産

１．現 金 及 び 預 金 1,963 1,729 2,400

２．受取手形及び売掛金 2,150 2,279 2,131

３．有 価 証 券 291 － 289

４．た な 卸 資 産 4,483 4,030 4,145

５．繰 延 税 金 資 産 208 242 191

６．そ の 他 146 140 96

貸 倒 引 当 金 △     2 △    2        △    2

流 動 資 産 合 計 9,241 35.1 8,419 32.3 9,251 34.8

Ⅱ 固 定 資 産

１．有 形 固 定 資 産 ※１

(1）建 物 及 び 構 築 物 ※２ 4,722 5,318 5,295

(2）機械装置及び運搬具 2,718 3,212 2,717

(3）土 地 ※２ 6,651 6,694 6,624

(4）建 設 仮 勘 定 1,215 1,045 1,137

(5）そ の 他 433 327 378

有 形 固 定 資 産 合 計 15,742 59.8 16,598 63.6 16,153 60.7

２．無 形 固 定 資 産

(1）連 結 調 整 勘 定 294 221 257

(2）そ の 他 564 429 477

無 形 固 定 資 産 合 計 859 3.2 650 2.5 735 2.8

３．投資その他の資産

(1）投 資 有 価 証 券 ※２ 24 25 14

(2）繰 延 税 金 資 産 121 66 116

(3）そ の 他 362 335 323

貸 倒 引 当 金 △    16 △    15 △    15

投資その他の資産合計 492 1.9 412 1.6 439 1.7

固 定 資 産 合 計 17,093 64.9 17,661 67.7 17,328 65.2

資 産 合 計 26,335 100.0 26,080 100.0 26,579 100.0
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（単位：百万円）

前中間連結会計期間末

(平成14年９月30日現在)

当中間連結会計期間末

(平成15年９月30日現在)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成15年３月31日現在)

期　　別

科　　目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

（ 負 債 の 部 ） ％ ％ ％

Ⅰ 流 動 負 債

１．支払手形及び買掛金 ※２ 1,230 1,110 1,047

２．短 期 借 入 金 ※2,3 880 2,330 2,230

３．一年内返済予定長期借入金 ※２ 881 733 899

４．未 払 法 人 税 等 609 436 362

５．賞 与 引 当 金 465 453 474

６．そ の 他 745 803 833

流 動 負 債 合 計 4,812 18.3 5,868 22.5 5,847 22.0

Ⅱ 固 定 負 債

１．長 期 借 入 金 ※２ 1,273 629 911

２．退 職 給 付 引 当 金 90 89 95

３．役員退職慰労引当金 285 161 285

固 定 負 債 合 計 1,649 6.2 880 3.4 1,292 4.9

負 債 合 計 6,461 24.5 6,748 25.9 7,140 26.9

（少数株主持分）

少 数 株 主 持 分 － － － － － －

（ 資 本 の 部 ）

Ⅰ 資 本 金 2,737 10.4 2,737 10.5 2,737 10.3

Ⅱ 資 本 剰 余 金 4,310 16.4 4,310 16.5 4,310 16.2

Ⅲ 利 益 剰 余 金 13,036 49.5 13,386 51.3 13,160 49.5

Ⅳ その他有価証券評価差額金 7 0.0 7 0.0 5 0.0

Ⅴ 為 替 換 算 調 整 勘 定 △     10 △ 0.0 △     9 △ 0.0 △     9 △ 0.0

Ⅵ 自 己 株 式 △    207 △ 0.8 △ 1,099 △ 4.2 △   764 △ 2.9

資 本 合 計 19,873 75.5 19,332 74.1 19,439 73.1

負債、少数株主持分及び資本合計 26,335 100.0 26,080 100.0 26,579 100.0
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②　中間連結損益計算書 （単位：百万円）

前中間連結会計期間

自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日

当中間連結会計期間

自　平成15年４月１日
至　平成15年９月30日

前連結会計年度の
要約連結損益計算書
自　平成14年４月１日
至　平成15年３月31日

期　　別

科　　目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比

％ ％ ％

Ⅰ 売 上 高 18,636 100.0 16,844 100.0 36,384 100.0

Ⅱ 売 上 原 価 16,282 87.4 14,902 88.5 32,030 88.0

売 上 総 利 益 2,354 12.6 1,942 11.5 4,353 12.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費 1,127 6.0 969 5.7 2,170 6.0

営 業 利 益 1,226 6.6 973 5.8 2,182 6.0

Ⅳ 営 業 外 収 益 ※１ 22 0.1 28 0.1 36 0.1

Ⅴ 営 業 外 費 用 ※２ 19 0.1 18 0.1 51 0.1

経 常 利 益 1,229 6.6 983 5.8 2,167 6.0

Ⅵ 特 別 利 益 ※３ 8 0.0 － － 8 0.0

Ⅶ 特 別 損 失 ※４ 11 0.0 58 0.3 187 0.5

税金等調整前中間(当期)純利益 1,225 6.6 924 5.5 1,988 5.5

法人税、住民税及び事業税 565 3.0 411 2.4 901 2.5

法 人 税 等 調 整 額 △     8 △ 0.0 △     2 △ 0.0 14 0.0

中間（当期）純利益 669 3.6 515 3.1 1,072 3.0
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③　中間連結剰余金計算書 （単位：百万円）

前中間連結会計期間

自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日

当中間連結会計期間

自　平成15年４月１日
至　平成15年９月30日

前連結会計年度の
連結剰余金計算書
自　平成14年４月１日
至　平成15年３月31日

期　　別

科　　目 金 額 金 額 金 額

資 本 剰 余 金 の 部

Ⅰ 資本剰余金期首残高 4,310 4,310 4,310

Ⅱ 資 本 剰 余 金 増 加 高 － － －

Ⅲ 資 本 剰 余 金 減 少 高 － － －

Ⅳ 資本剰余金中間期末(期末)残高 4,310 4,310 4,310

利 益 剰 余 金 の 部

Ⅰ 利益剰余金期首残高 12,752 13,160 12,752

Ⅱ 利 益 剰 余 金 増 加 高

中間（当期）純利益 669 515 1,072

新規連結による増加 22 － 22

利益剰余金増加高合計 691 515 1,094

Ⅲ 利 益 剰 余 金 減 少 高

配 当 金 365 269 644

役 員 賞 与 42 20 42

利益剰余金減少高合計 407 289 686

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末)残高 13,036 13,386 13,160
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④　中間連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：百万円）

前中間連結会計期間

自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日

当中間連結会計期間

自　平成15年４月１日
至　平成15年９月30日

前連結会計年度の要約
連結ｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ計算書
自　平成14年４月１日
至　平成15年３月31日

期　　別

科　　目 金 額 金 額 金 額

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間(当期)純利益 1,225 924 1,988

減 価 償 却 費 618 627 1,280

有形固定資産除売却損 11 58 178

連結調整勘定償却額 36 36 73

退職給付引当金の増減額（減少：△） 6 △      6 11

受取利息及び受取配当金 △      1 △      1 △      3

投 資 有 価 証 券 評 価 損 － － 9

投 資 有 価 証 券 売 却 益 △      8 － △      8

支 払 利 息 14 14 29

売 上 債 権 の 増 加 額 △     36 △    148 △     17

た な 卸 資 産 の 減 少 額 1,573 114 1,911

仕入債務の増減額（減少：△） 27 63 △    155

未払金の増減額（減少：△） △  1,058 62 △  1,082

役 員 賞 与 の 支 払 額 △     42 △     20 △     42

そ の 他 △     40 △    168 109

小　　　　計 2,327 1,558 4,282

利息及び配当金の受取額 1 1 3

利 息 の 支 払 額 △     15 △     13 △     30

法 人 税 等 の 支 払 額 △    438 △    337 △  1,021

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,875 1,209 3,233

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

差入保証金の返還による収入 5 8 13

有形固定資産の取得による支出 △  1,344 △  1,152 △  2,453

有形固定資産の売却による収入 1 0 19

無形固定資産の取得による支出 △      6 △     34 △     11

そ の 他 の 支 出 △     75 △     38 △     84

そ の 他 の 収 入 24 0 29

投資活動によるキャッシュ・フロー △  1,394 △  1,216 △  2,487

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（減少：△） △    670 100 680

長期借入金の借入による収入 1,066 － 1,166

長期借入金の返済による支出 △    429 △    447 △    873

自己株式の取得による支出 － △    334 △    557

配 当 金 の 支 払 額 △    363 △    269 △    642

財務活動によるキャッシュ・フロー △    396 △    951 △    226

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △     14 △      2 △     16

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（減少：△） 68 △    960 504

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 2,152 2,689 2,152

Ⅶ 新規連結子会社の現金及び現金同等物の期首残高 33 － 33

Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 2,254 1,729 2,689
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中間連結財務諸表作成の基本となる重要な事項

期　　別

項　　目

前中間連結会計期間
自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日

当中間連結会計期間
自　平成15年４月１日
至　平成15年９月30日

前連結会計年度
自　平成14年４月１日
至　平成15年３月31日

１．連結の範囲に関する事

項

(1）連結子会社の数　４社

連結子会社の名称

(株)三商

(株)大門

(株)エコマテリアル

ASAHI G&S SDN.BHD.

　ASAHI G&S SDN.BHD.につ

いては、重要性が増加した

ことにより、当中間連結会

計期間から連結の範囲に含

めることといたしました。

(1）連結子会社の数　５社

連結子会社の名称

(株)三商

(株)大門

(株)エコマテリアル

ASAHI G&S SDN.BHD.

上海朝日浦力環境科技有限公司

(1）連結子会社の数　５社

連結子会社の名称

(株)三商

(株)大門

(株)エコマテリアル

ASAHI G&S SDN.BHD.

上海朝日浦力環境科技有限公司

　このうち、ASAHI G&S SD

N.BHD.については、重要性

が増加したことにより、ま

た、上海朝日浦力環境科技

有限公司については、当連

結会計年度において新たに

設立したことにより、それ

ぞれ当連結会計年度から連

結の範囲に含めることとい

たしました。

(2）非連結子会社

該当事項はありません。

　　

(2）非連結子会社

　　　    同　　左

　　

(2）非連結子会社

　　　同　　左

２．持分法の適用に関する

事項

　持分法を適用しない非連結

子会社の名称

　　該当事項はありません。

　

　持分法を適用しない非連結

子会社の名称

　　　　　同　　左

　

　持分法を適用しない非連結

子会社の名称

　　　　　同　　左

　

３．連結子会社の中間決算

日（決算日）等に関する

事項

　連結子会社のうちASAHI G&S

SDN.BHD.の中間決算日は、６月

30日であります。なお、中間連

結決算日との間に生じた重要

な取引については、連結上必要

な調整を行っております。

　連結子会社のうちASAHI G&S

SDN.BHD.および上海朝日浦力

環境科技有限公司の中間決算

日は、６月30日であります。な

お、中間連結決算日との間に生

じた重要な取引については、連

結上必要な調整を行っており

ます。

　連結子会社のうちASAHI G&S

SDN.BHD.および上海朝日浦力

環境科技有限公司の決算日は、

12月31日であります。なお、連

結決算日との間に生じた重要

な取引については、連結上必要

な調整を行っております。
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期　　別

項　　目

前中間連結会計期間
自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日

当中間連結会計期間
自　平成15年４月１日
至　平成15年９月30日

前連結会計年度
自　平成14年４月１日
至　平成15年３月31日

４．会計処理基準に関する

事項

(ｲ)重要な資産の評価基準及び

評価方法

 ①有価証券

   その他有価証券

      時価のあるもの

中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評

価差額は全部資本直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算定）

      時価のないもの

移動平均法による原価

法

②デリバティブ

時価法

③たな卸資産

製品・仕掛品

後入先出法による原価法

（一部の製品については

個別法による原価法）

貯蔵品・原材料

最終仕入原価法

(ﾛ)重要な減価償却資産の減価

償却の方法

①有形固定資産

定率法（ただし、平成10年

４月１日以降に取得した建

物（建物附属設備を除く）

については定額法）

　取得価額が100千円以上

200千円未満の資産（少額減

価償却資産）については、

３年均等償却

　なお、主な耐用年数は 以

下のとおり

建物及び構築物　３年～50年
機械装置及び運搬具　２年～17年

②無形固定資産

　定額法

　なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内に

おける利用可能期間(５年以

内）に基づく定額法

(ｲ)重要な資産の評価基準及び

評価方法

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

  同　　左

時価のないもの

　同　　左

②デリバティブ

　同　　左

③たな卸資産

製品・仕掛品

　同　　左

貯蔵品・原材料

　同　　左

(ﾛ)重要な減価償却資産の減価

償却の方法

①有形固定資産

　同　　左

②無形固定資産

　同　　左

(ｲ)重要な資産の評価基準及び

評価方法

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価

は移動平均法により算

定）

時価のないもの

　同　　左

②デリバティブ

　同　　左

③たな卸資産

製品・仕掛品

　同　　左

貯蔵品・原材料

　同　　左

(ﾛ)重要な減価償却資産の減価

償却の方法

①有形固定資産

　同　　左

②無形固定資産

　同　　左
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期　　別

項　　目

前中間連結会計期間
自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日

当中間連結会計期間
自　平成15年４月１日
至　平成15年９月30日

前連結会計年度
自　平成14年４月１日
至　平成15年３月31日

(ﾊ)重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

②賞与引当金

　従業員の賞与の支給に充

てるため、支給見込額に基づ

き計上しております。

③退職給付引当金

　従業員の退職給付に充て

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、

当中間連結会計期間末にお

いて発生していると認めら

れる額を計上しております。

　数理計算上の差異は、そ

の発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年

数（５年）による定率法に

よりそれぞれ発生の翌連結

会計年度から損益処理して

おります。

④役員退職慰労引当金

　役員退職慰労金の支給に

充てるため、内規による当

連結会計年度末における要

支給額に基づき、当中間連

結会計期間末において発生

していると認められる額を

計上しております。

（追加情報）

　平成14年６月18日開催の

定時株主総会において当制

度の積み上げ停止を決議し、

一部の役員を除いて精算支

給をいたしました。

(ﾊ)重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

　同　　左

②賞与引当金

　同　　左

③退職給付引当金

　同　　左

④役員退職慰労引当金

　役員退職慰労金の支給に

充てるため、内規による当

連結会計年度末における要

支給額に基づき、当中間連

結会計期間末において発生

していると認められる額を

計上しております。

　なお、平成14年６月をも

って、要支給額を凍結して

おります。

(ﾊ)重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

　同　　左

②賞与引当金

　同　　左

③退職給付引当金

　従業員の退職給付に充て

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき

計上しております。

　数理計算上の差異は、そ

の発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年

数（５年）による定率法に

よりそれぞれ発生の翌連結

会計年度から損益処理して

おります。

④役員退職慰労引当金

　役員退職慰労金の支給に

充てるため、内規による当

連結会計年度末における要

支給額に基づき計上してお

ります。

　なお、平成14年６月をも

って、要支給額を凍結して

おります。

（追加情報）

　平成14年６月18日開催の

定時株主総会において当制

度の積み上げ停止を決議し、

一部の役員を除いて精算支

給をいたしました。
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期　　別

項　　目

前中間連結会計期間
自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日

当中間連結会計期間
自　平成15年４月１日
至　平成15年９月30日

前連結会計年度
自　平成14年４月１日
至　平成15年３月31日

(ﾆ)重要な外貨建の資産又は負

債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、

中間連結決算日の直物為

替相場により円換算し、為

替差額は損益として処理

しております。

　なお、在外子会社等の資

産及び負債、収益及び費用

は、中間決算日の直物為替

相場により円換算し、換算

差額は資本の部における為

替換算調整勘定に含めて

計上しております。

(ﾎ)重要なリース取引の処理方

法

  リース物件の所有権が

借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナン

ス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理に

よっております。

(ﾍ)消費税等の会計処理方法

  消費税等の会計処理は、

税抜方式によっておりま

す。

(ﾆ)重要な外貨建の資産又は負

債の本邦通貨への換算基準

　　　同　　左

　

(ﾎ)重要なリース取引の処理方

法

　　　同　　左

(ﾍ)消費税等の会計処理方法

　　　同　  左

(ﾆ)重要な外貨建の資産又は負

債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、

連結決算日の直物為替相

場により円換算し、為替差

額は損益として処理してお

ります。

　なお、在外子会社等の資

産及び負債、収益及び費用

は、決算日の直物為替相場

により円換算し、換算差額

は資本の部における為替換

算調整勘定に含めて計上

しております。

(ﾎ)重要なリース取引の処理方

法

　　　同　　左

(ﾍ)消費税等の会計処理方法

　　　同　　左
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期　　別

項　　目

前中間連結会計期間
自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日

当中間連結会計期間
自　平成15年４月１日
至　平成15年９月30日

前連結会計年度
自　平成14年４月１日
至　平成15年３月31日

  (ﾄ)その他

①自己株式及び法定準備金

の取崩等に関する会計基準

　「自己株式及び法定準

備金の取崩等に関する会計

基準」（企業会計基準第１

号）が平成14年４月１日以

後に適用されることになっ

たことに伴い、当連結会計

年度から同会計基準によっ

ております。これによる当

連結会計年度の損益に与

える影響は軽微でありま

す。

　なお、連結財務諸表規則

の改正により、当連結会計

年度における連結貸借対照

表の資本の部及び連結剰

余金計算書については、改

正後の連結財務諸表規則

により作成しております。

②１株当たり情報

　「１株当たり当期純利

益に関する会計基準」（企

業会計基準第２号）及び

「１株当たり当期純利益

に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指

針第４号）が平成14年４月

１日以後開始する連結会

計年度に係る連結財務諸

表から適用されることにな

ったことに伴い、当連結会

計年度から同会計基準及

び適用指針によっておりま

す。なお、これによる影響

については、「１株当たり

情報に関する注記」に記載

しております。

５．中間連結キャッシュ・

フロー計算書（連結キャ

ッシュ・フロー計算書）

における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能

な預金および容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還

期限の到来する短期投資から

なっております。

　　　　同　  左 　　　　同　  左
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追加情報

前中間連結会計期間
自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日

当中間連結会計期間
自　平成15年４月１日
至　平成15年９月30日

前連結会計年度
自　平成14年４月１日
至　平成15年３月31日

  当中間連結会計期間から「自己株式及

び法定準備金の取崩等に関する会計基

準」（企業会計基準第１号）を適用して

おります。これによる当中間連結会計期

間の損益に与える影響はありません。

  なお、中間連結財務諸表規則の改正に

より、当中間連結会計期間における中間

連結貸借対照表の資本の部及び中間連結

剰余金計算書については、改正後の中間

連結財務諸表規則により作成しておりま

す。
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注記事項

（中間連結貸借対照表関係）

前中間連結会計期間末
（平成14年９月30日現在）

当中間連結会計期間末
（平成15年９月30日現在）

前連結会計年度末
（平成15年３月31日現在）

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額

5,594百万円 6,353百万円 5,925百万円

※２．担保資産 ※２．担保資産 ※２．担保資産

(1）資金調達に関するもの (1）資金調達に関するもの (1）資金調達に関するもの

(ｲ）担保に供している資産 (ｲ）担保に供している資産 (ｲ）担保に供している資産

建物及び構築物 21百万円 建物及び構築物 18百万円 建物及び構築物 20百万円

土 地     168 土 地     168 土 地     168

合 計     190 合 計     187 合 計     189

(ﾛ）担保資産に対応する債務 (ﾛ）担保資産に対応する債務 (ﾛ）担保資産に対応する債務
一年内返済予
定長期借入金

18百万円 一年内返済予
定長期借入金

18百万円 一年内返済予
定長期借入金

18百万円

長期借入金      37 長期借入金      19 長期借入金      28

合 計      55 合 計      37 合 計      46

(2）取引に関するもの (2）取引に関するもの (2）取引に関するもの

　投資有価証券のうち、1百万円は、

買掛金2百万円の担保に供しており

ます。

　投資有価証券のうち、1百万円は、

買掛金1百万円の担保に供しており

ます。

　投資有価証券のうち、1百万円は、

買掛金1百万円の担保に供しており

ます。

※３．当座貸越契約

　当社および連結子会社（株式会社

三商）は、運転資金の効率的な調達

を行うため取引銀行３行と当座貸越

契約を締結しております。これら契

約に基づく当中間連結会計期間末の

借入未実行残高は次のとおりであり

ます。

※３．当座貸越契約

　当社および連結子会社（株式会社

三商）は、運転資金の効率的な調達

を行うため取引銀行３行と当座貸越

契約を締結しております。これら契

約に基づく当中間連結会計期間末の

借入未実行残高は次のとおりであり

ます。

※３．当座貸越契約

　当社および連結子会社（株式会社

三商）は、運転資金の効率的な調達

を行うため取引銀行３行と当座貸越

契約を締結しております。これら契

約に基づく当連結会計年度末の借入

未実行残高は次のとおりであります。

当座貸越極度額

借 入 実 行 残 高

差 引 額

2,030百万円

    180

  1,850

当座貸越極度額

借 入 実 行 残 高

差 引 額

2,430百万円

    630

  1,800

当座貸越極度額

借 入 実 行 残 高

差 引 額

2,430百万円

    830

  1,600
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（中間連結損益計算書関係）

前中間連結会計期間
自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日

当中間連結会計期間
自　平成15年４月１日
至　平成15年９月30日

前連結会計年度
自　平成14年４月１日
至　平成15年３月31日

※１．営業外収益のうち主なもの ※１．営業外収益のうち主なもの ※１．営業外収益のうち主なもの

受 取 利 息  1百万円 受 取 利 息 1百万円 受 取 利 息 2百万円

     受 取 補 償 金   15

※２．営業外費用のうち主なもの ※２．営業外費用のうち主なもの ※２．営業外費用のうち主なもの

支 払 利 息 14百万円 支 払 利 息 14百万円 支 払 利 息 29百万円

※３．特別利益のうち主なもの ※３. ※３．特別利益のうち主なもの

投資有価証券売却益 8百万円 投資有価証券売却益 8百万円

※４．特別損失のうち主なもの ※４．特別損失のうち主なもの ※４．特別損失のうち主なもの

固定資産除却損 11百万円 固定資産除却損    58百万円 固定資産除却損 157百万円

固定資産売却損 20

投資有価証券評価損     9

　５．税額計算及び税効果会計

　当中間連結会計期間における

税額計算については、特別償却

準備金を利益処分により計上及

び取り崩したものとみなして計

算しており、これに対して税効

果会計を適用しております。

  ５．税額計算及び税効果会計

同　　左
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前中間連結会計期間
自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日

当中間連結会計期間
自　平成15年４月１日
至　平成15年９月30日

前連結会計年度
自　平成14年４月１日
至　平成15年３月31日

１．現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

１．現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

１．現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

（平成14年９月30日現在） （平成15年９月30日現在） （平成15年３月31日現在）

現金及び預金勘定 1,963百万円 現金及び預金勘定 1,729百万円 現金及び預金勘定 2,400百万円

有価証券勘定のうち償還期間が
３ケ月以内の証券投資信託     291      有価証券勘定のうち償還期間が

３ケ月以内の証券投資信託     289

現金及び現金同等物   2,254 現金及び現金同等物   1,729 現金及び現金同等物   2,689
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（セグメント情報）

１．事業の種類別セグメント情報
前中間連結会計期間（自平成 14 年４月１日　至平成 14 年９月 30 日） （単位：百万円）

貴 金 属
ﾘ ｻ ｲ ｸ ﾙ 事 業

環 境 保 全
事 業 計 消 去 又 は 全 社 連 結

売上高及び営業損益

売上高

(1）外部顧客に対する売上高 14,900 3,735 18,636 － 18,636

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高 － － － － －

計 14,900 3,735 18,636 － 18.636

営業費用 13,711 2,807 16,518 890 17,409

営業利益 1,189 928 2,117 (890) 1,226

当中間連結会計期間（自平成 15 年４月１日　至平成 15 年９月 30 日） （単位：百万円）
貴 金 属
ﾘ ｻ ｲ ｸ ﾙ 事 業

環 境 保 全
事 業 計 消 去 又 は 全 社 連 結

売上高及び営業損益

売上高

(1）外部顧客に対する売上高 13,069 3,775 16,844 － 16,844

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高 － － － － －

計 13,069 3,775 16,844 － 16,844

営業費用 12,216 2,846 15,062 808 15,871

営業利益 853 928 1,781 (808) 973

前連結会計年度（自平成 14 年４月１日　至平成 15 年３月 31 日） （単位：百万円）
貴 金 属
ﾘ ｻ ｲ ｸ ﾙ 事 業

環 境 保 全
事 業 計 消 去 又 は 全 社 連 結

売上高及び営業損益

売上高

(1）外部顧客に対する売上高 28,830 7,553 36,384 － 36,384

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高 － － － － －

計 28,830 7,553 36,384 － 36,384

営業費用 26,906 5,575 32,482 1,719 34,201

営業利益 1,923 1,978 3,901 (1,719) 2,182

（注）(１)製品（商品および役務を含む）の種類、性質の類似性を考慮し事業区分を行っております。
(２)各事業の内容
・貴金属ﾘｻｲｸﾙ事業：主として貴金属原材料の回収・再生・加工・販売および貴金属回収装置の製造・販

売・賃貸
・環境保全事業   ：主として産業廃棄物の無害化処理

(３)「消去又は全社」に含めた金額および主な内容は、以下のとおりであります。
（単位：百万円）

前中間連結
会 計 期 間

当中間連結
会 計 期 間

前 連 結
会 計 年 度 主な内容

消去又は全社の項目に含め
た配賦不能営業費用の金額 890 808 1,719 提出会社の総務部・人事部・経理部等、一般管理部門に係る費用

２．所在地別セグメント情報
前中間連結会計期間（自平成 14 年４月１日　至平成 14 年９月 30 日）、当中間連結会計期間（自平成 15 年４月
１日　至平成 15 年９月 30 日）、前連結会計年度（自平成 14 年４月１日　至平成 15 年３月 31 日）
  全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が 90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載
を省略しております。
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３．海外売上高
前中間連結会計期間（自平成 14 年４月１日　至平成 14 年９月 30 日）、当中間連結会計期間（自平成 15 年４月
１日　至平成 15 年９月 30 日）、前連結会計年度（自平成 14 年４月１日　至平成 15 年３月 31 日）
  海外売上高が、連結売上高の 10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。
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（リース取引関係）

前中間連結会計期間
自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日

当中間連結会計期間
自　平成15年４月１日
至　平成15年９月30日

前連結会計年度
自　平成14年４月１日
至　平成15年３月31日

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額

(2）未経過リース料中間期末残高相

当額

(2）未経過リース料中間期末残高相

当額

(2）未経過リース料期末残高相当額

１ 年 内 71百万円 １ 年 内 44百万円 １ 年 内 51百万円

１ 年 超      56 １ 年 超      71 １ 年 超      65

合 計     127 合 計     116 合 計     117

(3）支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

(3）支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

(3）支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支 払 リ ー ス 料  58百万円 支 払 リ ー ス 料 26百万円 支 払 リ ー ス 料 110百万円

減価償却費相当額     53 減価償却費相当額     24 減価償却費相当額    102

支払利息相当額      2 支払利息相当額      2 支払利息相当額      5

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。

(4）減価償却費相当額の算定方法

　　　　　同　　　左

(4）減価償却費相当額の算定方法

　　　　　同　　　左

(5）利息相当額の算定方法

　　リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。

２．オペレーティング・リース取引

　　未経過リース料

(5）利息相当額の算定方法

　　　　　同　　　左

２．オペレーティング・リース取引

　　未経過リース料

(5）利息相当額の算定方法

　　　　　同　　　左

２．オペレーティング・リース取引

　　未経過リース料

１ 年 内 2百万円 １ 年 内 25百万円 １ 年 内 14百万円

１ 年 超       6 １ 年 超      67 １ 年 超      45

合 計       9 合 計      92 合 計      60

取 得
価 額
相 当 額

減価償却
累 計 額
相 当 額

中間期末
残 高
相 当 額

百万円 百万円 百万円

機械装置及び
運 搬 具 192 118 74

有形固定資産
（ そ の 他 ） 99 77 21

無形固定資産
（ そ の 他 ） 165 140 24

合　　計 457 336 121

取 得
価 額
相 当 額

減価償却
累 計 額
相 当 額

中間期末
残 高
相 当 額

百万円 百万円 百万円

機械装置及び
運 搬 具 172 82 89

有形固定資産
（ そ の 他 ） 62 47 14

無形固定資産
（ そ の 他 ） 26 19 6

合　　計 260 150 110

取 得
価 額
相 当 額

減価償却
累 計 額
相 当 額

期 末
残 高
相 当 額

百万円 百万円 百万円

機械装置及び
運 搬 具 219 128 91

有形固定資産
（ そ の 他 ） 62 44 18

無形固定資産
（ そ の 他 ） 21 17 3

合　　計 303 190 113
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（有価証券関係）

 前中間連結会計期間末（平成 14 年９月 30 日現在）
有価証券

１．その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円）

取 得 原 価 中間連結貸借対照表
計 上 額 差 額

株 式 21 24 2

そ の 他 72 82 9

合　　　　計 94 106 12

(注)　株式の減損処理にあたり、時価が著しく下落したと判断するための合理的な基準としては「取得原価と比較し
て 30％以上の下落」を適用することとしております。なお、当中間連結会計期間において、該当はありません。

２．時価評価されていない主な「有価証券」 （単位：百万円）

中間連結貸借対照表計上額 摘　　　　　　　要

その他有価証券

　　　非上場証券投資信託 209

 当中間連結会計期間末（平成 15 年９月 30 日現在）
有価証券

１．その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円）

取 得 原 価 中間連結貸借対照表
計 上 額 差 額

株 式 12 25 12

合　　　　計 12 25 12

(注)　株式の減損処理にあたり、時価が著しく下落したと判断するための合理的な基準としては「取得原価と比較し
て 30％以上の下落」を適用することとしております。なお、当中間連結会計期間において、該当はありません。
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  前連結会計年度末（平成 15 年３月 31 日現在）
有価証券

１．その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円）

種 類 取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差 額

(1）株　　　　式 4 6 2

(2）そ　 の 　他 72 80 7
連 結 貸 借 対 照 表
計上額が取得原価を
超 え る も の

小　　　計 76 86 9

(1）株　　　　式 8 8 △   0連 結 貸 借 対 照 表
計上額が取得原価を
超 え な い も の 小　　　計 8 8 △   0

合　　　　　計 84 94 9

(注)　当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について、9 百万円減損処理を行っております。
なお、当該株式の減損処理にあたり、時価が著しく下落したと判断するための合理的な基準としては「取得原
価と比較して 30％以上の下落」を適用することとしております。

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成 14 年４月１日　至平成 15 年３月 31 日）（単位：百万円）

売 却 額 売 却 益 の 合 計 売 却 損 の 合 計

12 8 －

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 （単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 摘 要

そ の 他 有 価 証 券

追 加 型 公 社 債 投 資 信 託 209

合　　　　　計 209
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（デリバティブ取引関係）

前中間連結会計期間末
（平成14年９月30日）

当中間連結会計期間末
（平成15年９月30日）

前連結会計年度末
（平成15年３月31日）

（取引の状況に関する事項）

１．取引の内容

　　  提出会社は通貨関連で為替予約取

引等のデリバティブ取引を利用して

おります。

２．取引の利用目的及び取組方針

　　  提出会社のデリバティブ取引は、

将来の為替変動によるリスク回避を

目的としており、投機的な取引は行

わない方針であります。

３．取引に係るリスクの内容

　　  提出会社のデリバティブ取引は、

外貨建金銭債権債務の為替変動リス

クを回避し、安定的な利益確保を図

る目的で利用しております。

４．取引に係るリスク管理体制

　　  デリバティブ取引の執行について

は、経理部が決裁権限者の承認を得

て行っております。

５．｢取引の時価等に関する事項｣につい

ての補足説明

　　 「取引の時価等に関する事項」につ

いては、当中間連結会計期間末にお

いて、デリバティブ取引の残高がな

いため記載しておりません。

（取引の状況に関する事項）

１．取引の内容

　　　　　　同　　　左

２．取引の利用目的及び取組方針

　　　　　　同　　　左

３．取引に係るリスクの内容

　　　　　　同　　　左

４．取引に係るリスク管理体制

　　　　　　同　　　左

５．｢取引の時価等に関する事項｣につい

ての補足説明

　　　　　　同　　　左

（取引の状況に関する事項）

１．取引の内容

　　　　　　同　　　左

２．取引の利用目的及び取組方針

　　　　　　同　　　左

３．取引に係るリスクの内容

　　　　　　同　　　左

４．取引に係るリスク管理体制

　　　　　　同　　　左

５．｢取引の時価等に関する事項｣につい

ての補足説明

　　 「取引の時価等に関する事項」につ

いては、当連結会計年度末において、

デリバティブ取引の残高がないため

記載しておりません。
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（１株当たり情報）

期　　別

項　　目

前中間連結会計期間
自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日

当中間連結会計期間
自　平成15年４月１日
至　平成15年９月30日

前連結会計年度
自　平成14年４月１日
至　平成15年３月31日

１ 株 当 た り 純 資 産 額 925.53円 951.02円 936.04円

１株当たり中間（当期）純利益 31.16円 25.09円 49.48円

潜 在 株 式 調 整 後
１株当たり中間（当期）純利益 － 25.08円 －

（追加情報）
　当中間連結会計期間か
ら「１株当たり当期純利
益に関する会計基準」（企
業会計基準第２号）及び
「１株当たり当期純利益
に関する会計基準の適用
指針」（企業会計基準適
用指針第４号）を適用し
ております。
  なお、同会計基準及び
適用指針を前中間連結会
計期間及び前連結会計年
度に適用して算定した場
合の１株当たり情報につ
いては、それぞれ以下の
とおりであります。

　当社は、平成14年８月
１日付で株式１株につき
500株の株式分割を行って
おります。当該株式分割
が前期首に行われたと仮
定した場合の１株当たり
情報については、それぞ
れ以下のとおりとなりま
す。

　当連結会計年度から「１
株当たり当期純利益に関
する会計基準」（企業会
計基準第２号）及び「１
株当たり当期純利益に関
する会計基準の適用指針」
（企業会計基準適用指針
第４号）を適用しており
ます。また、当社は、平
成14年８月１日付で株式
１株につき500株の株式分
割を行っております。
　なお、同会計基準及び
適用指針を前連結会計年
度に適用し、かつ、当該
株式分割が前期首に行わ
れたと仮定した場合の１
株当たり情報については、
それぞれ以下のとおりと
なります。
　１株当たり純資産額
　　　　　910.92円
　１株当たり当期純利益
　　　　　105.72円
潜在株式調整後１株当
たり当期純利益
　　　　　105.65円

前中間連結
会 計 期 間

前連結会計
年 度

１株当たり純資産額
435,040.53円

１株当たり中間純利益金額
－

潜在株式調整後１株当たり
中間純利益金額

－

１株当たり純資産額
455,460.34円

１株当たり当期純利益金額
52,862.26円

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額
52,824.28円

前中間連結
会 計 期 間

前連結会計
年 度

１株当たり純資産額
870.08円

１株当たり中間純利益金額
－

潜在株式調整後１株当たり
中間純利益金額

－

１株当たり純資産額
910.92円

１株当たり当期純利益金額
105.72円

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額
105.65円
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（注）１．平成14年８月１日付をもって普通株式１株を500株に分割しております。なお、前中間連結会計期間の１

株当たり中間純利益金額は、株式分割が期首に行われたものとして計算しております。

　　　２．１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

期　　別

項　　目

前中間連結会計期間
自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日

当中間連結会計期間
自　平成15年４月１日
至　平成15年９月30日

前連結会計年度
自　平成14年４月１日
至　平成15年３月31日

中間（当期）純利益（百万円） 669 515 1,072

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 20

（うち役員賞与）  ( －)  ( －)  ( 20)

普通株式に係る中間(当期)純利益(百万円) 669 515 1,052

期中平均株式数（千株） 21,472 20,538 21,266

希薄化効果を有しないため、潜
在株式調整後１株当たり中間
（当期）純利益の算定に含めな
かった潜在株式の概要

平成12年６月26日定時株
主総会決議ストックオプ
ション

（自己株式譲渡方式）
　普通株式　117千株

平成12年６月26日定時株
主総会決議ストックオプ
ション

（自己株式譲渡方式）
　普通株式　 84千株

平成12年６月26日定時株
主総会決議ストックオプ
ション

（自己株式譲渡方式）
　普通株式　117千株

　　　３．当中間連結会計期間においては、平成15年６月17日定時総会において決議されたストックオプションにつ

いて希薄化効果を有しております。
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５．生産、受注及び販売の状況
(1)生産の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　　　　（単位：百万円）

前中間連結会計期間
自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日

当中間連結会計期間
自　平成15年４月１日
至　平成15年９月30日

前連結会計年度
自　平成14年４月１日
至　平成15年３月31日

　　　　　　　　　　　期　　別

　　品   目

金     額 前年同期比 金     額 前年同期比 金　　　額 前期比

％ ％ ％

金 4,404 － 5,505 125.0 10,467 124.2

パラジウム 2,604 － 1,225 47.1 4,831 68.2

プラチナ 2,602 － 2,614 100.5 5,796 102.8

銀 1,257 － 1,251 99.5 2,640 110.6

産業廃棄物処理 3,735 － 3,592 96.2 7,553 108.6

その他 329 － 468 142.4 531 121.7

合　　　計 14,934 － 14,659 98.2 31,822 102.9

（注）金額は販売価額によっております。

(2)受注の状況
   当社は回収量に応じて生産を行っているため、該当事項はありません。

(3)販売の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　　　　（単位：百万円）

前中間連結会計期間
自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日

当中間連結会計期間
自　平成15年４月１日
至　平成15年９月30日

前連結会計年度
自　平成14年４月１日
至　平成15年３月31日

　　　　　　　　　　　期　　別

　　品   目

金     額 前年同期比 金     額 前年同期比 金　　　額 前期比

％ ％ ％

金 4,112 － 5,510 134.0 9,270 92.2

パラジウム 5,020 － 1,403 28.0 7,222 75.2

プラチナ 2,228 － 2,934 131.7 5,099 80.9

銀 1,353 － 1,397 103.3 2,782 108.0

産業廃棄物処理 3,735 － 3,592 96.2 7,553 108.6

その他 2,186 － 2,006 91.8 4,455 104.7

合　　　計 18,636 － 16,844 90.4 36,384 91.5


